
汚泥再生処理センター整備基本計画【概要版】 

 背景と目的 

本市は、第一水光園、荒川南部環境セ

ンター、妻沼南河原環境浄化センターの３

つのし尿処理施設を有しています。公共施

設のアセットマネジメントの推進のため、こ

れらの既存３施設を集約した新施設（仮称）

汚泥再生処理センターを現在の第一水光

園の敷地内に整備することが令和元年度

に決定しています。 

本計画では、最新の人口推移やし尿・浄

化槽汚泥の性状調査結果等を踏まえ、新

施設の基本事項及び事業方式等を定める

ことを目的としています。 

 既存３施設の概要を表１に示します。 

 

表１ 既存３施設の概要 

施設名称 第一水光園 荒川南部環境センター 
妻沼南河原 

環境浄化センター 

所在地 熊谷市上之３２７６ 熊谷市津田１７７８ 
行田市大字中江袋 

２６１-１ 

建築年度 昭和５７（１９８２）年 平成１６（２００４）年 平成１０（１９９８）年 

稼働年数  ４０ 年  １８ 年  ２４ 年 

面積 
敷地面積 １３,４５６.００ ㎡ ６,９６１.３８ ㎡ ５,６１１.３３ ㎡ 

建築面積 ４,６４６.２５ ㎡ ３,２５２.１９ ㎡ ２,３５３.００ ㎡ 

処理能力 

し尿 １３１ ｋＬ/日  ４ ｋＬ/日 ２０ ｋＬ/日 

浄化槽汚泥  ２９ ｋＬ/日 ３８ ｋＬ/日 ２５ ｋＬ/日 

計 １６０ ｋＬ/日 ４２ ｋＬ/日 ４５ ｋＬ/日 

処理方式 
低希釈二段活性汚泥法 

＋高度処理 

膜分離高負荷生物脱窒素 

＋高度処理 

高負荷脱窒素 

＋高度処理 

汚泥処理方法 堆肥化（委託処理） 焼却、一部堆肥化 焼却、一部堆肥化 

施設建設費 ２,１５５,５５０ 千円 ２,２５７,５００ 千円 １,２０３,８２５ 千円 

施設運営管理方式 直営 委託 委託 

  



 新施設の基本事項 

新施設の概要を表２に示します。 

表２ 新施設計画概要 

施設名称 （仮称）汚泥再生処理センター 

所在地 熊谷市上之３２７６（第一水光園敷地内） 

計画処理能力 １７９ ｋL/日（し尿：７ｋL/日、浄化槽汚泥：１７２ｋL/日） 

水処理方式 固液分離希釈下水道放流方式 

資源化方式 助燃剤化 

稼働予定年度 令和１２年度 

放流先 流域関連公共下水道（上之幹線） 

 

新施設の処理能力は、新施設の稼働予定年度である令和１２年度のし尿・浄化槽汚泥予測

搬入量１６１ｋL/日に月最大変動係数１.１１を乗じた１７９ｋL/日とします。 

予測搬入量の推移を図１に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 し尿及び浄化槽汚泥の予測搬入量（日平均） 

 

新施設の水処理方式は、ＬＣＣ及び施設面積を最小に抑えることができる固液分離希釈下

水道放流方式とします。 

なお、公共下水道へ放流された処理水は、流域関連公共下水道へ接続され、埼玉県が管

理する元荒川水循環センター（桶川市）で処理され、元荒川へ放流されます。 

新施設の計画処理フローを図２に示します。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 新施設計画処理フロー 

 

新施設から発生する汚泥等の資源化方式は、既存施設の資源化方式「堆肥化」と比較して

整備費用が安価で、施設面積が小さく、安定した利用先が見込める「助燃剤化」とします。助燃

剤の利用先は、大里広域市町村圏組合が整備を進めている（仮称）新熊谷衛生センター（令和

１２年度稼働開始予定）を予定しています。 

 

新施設は、第一水光園の既存処理棟を稼働させながら、敷地内に整備を行います。 

施設配置及び施設内の動線計画概要図を図３に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 施設内配置・動線計画 
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新施設から流域関連公共下水道（上之幹線）までの放流管接続の概略図を、図４に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 放流管接続の概略図（熊谷市下水道台帳を一部編集） 

  



 

 事業方式と概算事業費 

新施設の事業方式は、最もＬＣＣを抑えることができる「ＤＢ方式＋民営」としました。これは、

本市が資金調達を行い、設計・施工を民間事業者に一括発注し、新施設を本市が所有した上

で施設の運転及び維持管理を民間事業者に複数年かつ包括的に責任委託する事業手法で

す。 

事業方式「ＤＢ方式＋民営」による概算事業費を表３に示します。 

 

表３ 事業方式「ＤＢ方式＋民営」による概算事業費 

項目   概算事業費（※） 前提条件 

整備等費用 ５,０９１,２４９ 千円 整備期間３年 

運営等費用 ４,１７６,２００ 千円 運営期間１５年、人員７人 

※利用料収入、補助金等の金額を控除していない事業費 

 

 事業のスケジュール 

事業スケジュールの見通しを図５に示します。 

令和５年度に第一水光園敷地内及び放流管計画ルートの測量等を行い、令和６・７年度で

事業者の選定、令和８～１１年で埋設物の撤去及び整備工事の実施、令和１２年度から新施設

の稼働開始を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 事業スケジュールの見通し 
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